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とする情報が容易に閲覧できるほか、電子メールによる「ご意見コーナー」を設置して、顧客からの問い合わ

せや意見等が業務に反映できるようにしています。このほか、当公庫の業務に関する案内の充実と顧客サー

ビスの一層の向上を目指して、本店1階エントランスホールに「情報コーナー」を開設しています。 
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○ 取扱窓口（令和2年5月1日現在）

取  扱  店 

取  扱  資  金 

産業開発 

資金 

中小企業 

資金 
生業資金 

恩給担保 

資金 
教育資金 

生活衛生 

資金 
医療資金 

農林漁業 

資金 

住宅資金 

（個人） 
住宅資金 
(賃貸住宅） 

公 庫 本 店 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

公 庫 支 店 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

代

理

店

㈱ 琉 球 銀 行 ○ ○ ○※１ ○ ○ ○ 

㈱ 沖 縄 銀 行 ○ ○ ○ ○ ○ 

㈱沖縄海邦銀行 ○ ○ ○※２ ○ ○ ○ 

沖縄県労働金庫 ○ ○ 

沖 縄 県 農 業 

協 同 組 合 
○ ○ ○ 

沖縄県信用漁業 

協同組合連合会 
○ ○ ○ 

農 林 中 央 金 庫 ○ 

コ ザ 信 用 金 庫 ○ ○ ○ ○ ○ 

㈱商工組合中央金庫 ○ 

㈱ み ず ほ 銀 行 ○ ○ ○ ○ 

※1 久米島支店のみ

※2 国頭支店のみ

④ 各融資制度及び出資制度の概要（令和2年11月1日現在）

ア．産業開発資金

産業開発資金は、沖縄における産業の振興開発に寄与する事業に必要な長期資金であって、設備の取得、

改良、補修又は土地の取得、造成及び研究開発等に必要な資金を対象としています。また、当該資金に係る

債務の保証、社債の取得、貸付債権の譲受けも対象としています。

   産業開発資金には、リスクが高い、あるいは多額の初期投資を必要とし投資回収に長期を要するものの、地

域の新たな発展のために重要な都市基盤整備、交通基盤整備、情報通信網整備、流通施設整備等のプロジ

ェクトを調整・誘導し実現させていく地域開発金融としての役割があります。また、設備の新・増設や維持補修

に多額の資金を必要とするエネルギー、観光、交通運輸、製造業等の主要産業に対し、その事業に必要な資

金を適切に供給する産業金融としての役割もあります。 

   民間主導の自立型経済の構築・発展に向け、各般の沖縄振興策が進行・具体化するなか、産業開発資金

は、民間企業や第三セクター事業への融資を通じて、各種プロジェクトの実現を支援します。 

イ．中小企業資金

中小企業資金は、沖縄の中小企業の成長発展と経営基盤の強化を図るため、国や県の中小企業施策に則

り、中小企業の設備取得、改修等に必要な資金や長期運転資金の融資、中小企業者が事業の振興に必要な

長期資金を調達するために新たに発行する社債の取得を対象としています。

   沖縄は中小企業の割合が高く、一般的に不安定な経営を余儀なくされています。中小企業資金は、長期固

定の資金で中小企業の幅広い資金需要に対応しています。 

ウ．生業・教育・恩給担保資金
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制 度 制  度  の  内  容 

沖縄特区等無担保 

貸 付 利 率 特 例 

・産業開発資金及び中小企業資金を対象として、国又は県の施策に基づく特区・地域制度

において対象業種等を営む者が行う、新たな事業所の設置や耐震対策のために必要な資

金の貸付けに対する利率の特例

教 育 離 島 特 例 
・沖縄県内の離島から居住島以外の地域へ進学するための教育資金の貸付利率及び返済

期間の特例

教育資金所得特例 ・所得が一定以下の者に対する教育資金の貸付利率及び返済期間の特例

教 育 ひ と り 親 特 例 ・ひとり親家庭の親が就学するための教育資金の貸付利率低減及び返済期間の特例
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(4) 資産内容

① 自己査定における債務者区分

当公庫では、保有する資産の状況を定期的に把握し、信用リスクを管理し、もって資産の健全性の保持及び

財務内容の透明性の向上に資することを目的として、「信用リスク管理規程」等を定め、自己査定を実施してお

ります。 

 令和元年度末の自己査定結果は以下のとおりです。 

○ 自己査定における債務者区分の明細（令和元年度末現在）

(単位：百万円) 

区  分 平成30年度末残高 令和元年度末残高 増減額 

破綻先・実質破綻先 6,298 7,284 986 

破 綻 懸 念 先 9,995 8,005 △1,990

要 注 意 先 80,090 78,978 △1,112

正 常 先 761,833 769,577 7,744 

地 方 公 共 団 体 1,136 858 △278

合  計 859,352 864,703 5,351 

(注) 1. 債務者区分の対象資産は、貸付金、未収貸付金利息、貸付資産関連の仮払金、引受社債としての有価証券、引

受社債関連の未収有価証券利息及び保証債務見返であります。 

2. 監査法人による監査は受けておりません。

【区分の説明】 

破 綻 先 ： 破産、清算、会社整理、会社更生、民事再生、手形交換所の取引停止処分等の事由により経営

破綻に陥っている債務者をいいます。 

実 質 破 綻 先 ： 法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、深刻な経営難の状態にあり、再建の

見通しがない状況にあると認められるなど実質的に経営破綻に陥っている債務者をいいます。 

破 綻 懸 念 先 ： 現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、経営改善計画等の進捗状況が芳しく

なく、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者をいいます。 

要 注 意 先 ： 金利減免・棚上げを行っているなど貸出条件に問題のある債務者、元本返済若しくは利息支払

いが事実上延滞しているなど履行状況に問題がある債務者のほか、業況が低調ないしは不安定

な債務者又は財務内容に問題がある債務者など今後の管理に注意を要する債務者をいいま

す。 

正 常 先 ： 業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者をいいます。 

地 方 公 共 団 体 ： 地方公共団体に対する債権については、債務者区分対象外です。 
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ア．資金運用収支の内訳等

 (単位：億円、％) 

平成30年度 令和元年度 

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り 

資金運用勘定 7,622 105 1.38 

0.67 

7,855 95 1.21 

0.55 資金調達勘定 7,023 47 7,251 40 

資金運用収支(利回り差) － 58 (0.71) － 55 (0.66) 

(注) 1. 資金運用勘定(平均残高)＝貸付金平均残高－貸付受入金平均残高 

2. 資金調達勘定(平均残高)＝借入金等平均残高

3. 資金運用収支＝貸付金利息－借入金利息－債券利息－寄託金利息

○ 各種金利の推移(月末時点)

  (単位：％) 

年月(月末時点) 

長期 

プライムレー

ト 

財政融資資金 

貸付金利 

基準金利 

産業開

発 
中小/生業/生衛 住宅 

平成31年1月 

2月 

3月 

4月 

令和元年5月 

6月 

7月 

8月 

9月 

10月 

11月 

12月 

令和2年１月 

2月 

3月 

4月 

5月 

6月 

7月 

8月 

9月 

10月 

11月 

1.00 

↓ 

↓ 

1.00 

↓ 

↓ 

0.95 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

1.10 

1.05 

↓ 

↓ 

1.00 

↓ 

↓ 

↓ 

0.01 / 0.20 

↓ /  ↓ 

↓ /  ↓ 

0.002/0.040/0.200/0.300 

  ↓  /0.060/ ↓ /  ↓ 

0.001/0.040/  ↓ /  ↓ 

0.002/0.010/0.080/0.200 

 ↓ /0.008/0.070/  ↓ 

↓ /0.004/0.020/0.040 

↓ /0.005/0.060/0.200 

↓ /0.020/0.090/  ↓ 

0.003/0.030/0.200/  ↓ 

0.005/0.070/  ↓ /0.300 

0.001/0.030/0.100/0.200 

0.002/ ↓ / ↓ /  ↓ 

0.007/0.200/0.200/0.300 

0.003/0.080/ ↓ /  ↓ 

↓  / ↓ / ↓ /  ↓ 

0.005/0.100/ ↓ /  ↓ 

0.003/ ↓ /0.300/  ↓ 

↓  /0.200/ ↓ /0.400 

0.002/0.090/0.200/0.300 

0.003/0.100/0.300/0.400 

0.70 

↓ 

↓ 

0.70 

↓ 

↓ 

0.65 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

0.80 

0.75 

↓ 

↓ 

0.70 

↓ 

↓ 

↓ 

0.81/1.46 /1.46 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

0.81 / 1.61/ 1.61 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

0.82/1.62/1.62 

0.81/1.61/1.61 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ / ↓ / ↓ 

↓ /1.56/1.56 

↓ / ↓ / ↓ 

1.00 

0.93 

0.90 

0.93 

0.94 

0.92 

0.83 

0.82 

0.76 

0.77 

0.82 

0.86 

0.92 

0.93 

0.60 

0.76 

0.86 

0.84 

↓ 

↓ 

0.85 

0.94 

↓ 

(注) 1. 財政融資資金貸付金利率欄は、平成31年3月までは期間9年据置1年、期間19年据置2年の金利。

2. 平成31年4月からは、期間7年据置1年、期間15年据置2年、期間20年据置2年、期間25年据置2年の金

利。

3. 事業系資金（産業開発、中小/生業/生衛）の基準金利は貸付期間10年の金利。

（基準金利について) 

  「基準金利」とは、当公庫の貸付制度である基本資金等に適用される金利であって、長期プライムレート、 

財投金利その他の事由を勘案し主務大臣の承認を受けて定められます。 

   当公庫には基準金利のほか、政策的な観点から特定の事業や資金使途等について基準金利よりも低い利率 

が適用される特別な金利が設けられています。 
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2. 役員の状況

(1) 役員の定員及び任期

公庫法第8条に基づく役員の定数及び同法第11条に基づく役員の任期は以下のとおりです。

役 職 定 数 任 期 

理事長 

副理事長 

理事 

監事 

1人 

1人 

3人以内 

1人 

4年（再任されることができる） 

4年（再任されることができる） 

2年（再任されることができる） 

2年（再任されることができる） 

(2) 役員の状況(令和2年11月1日現在)

役職名 氏 名 略 歴 

理事長 川上 好久 昭和52年 3月 大阪大学卒 

平成24年 4月 沖縄県総務部長 

 25年 4月 沖縄県副知事 

27年 4月 当公庫理事 

28年 7月 当公庫理事長 

令和 2年 7月 当公庫理事長再任 

副理事長 渡部 晶 昭和62年 3月 京都大学卒 

平成26年 7月 財務省大臣官房地方課長 

   27年 7月 株式会社地域経済活性化支援機構執行役員

社長補佐・管理室長 

28年 6月 内閣府大臣官房審議官（沖縄政策及び沖縄科学

技術大学院大学企画推進担当） 

   29年 6月 当公庫副理事長（役員出向） 

理事 大貫 裕二 昭和62年 3月 東京大学大学院工学系研究科修士課程修了 

平成27年 7月 公正取引委員会事務総局中部事務所長 

   29年 7月 内閣府大臣官房サイバーセキュリティ・情報化審議

官（併）内閣府大臣官房サイバーセキュリティ・情報

化推進室長（～29.8.1） 

令和元年 7月 当公庫理事（役員出向） 

喜納 兼次郎 昭和56年 3月 琉球大学卒 

平成28年 4月 当公庫企画調査部長 

   29年 4月 当公庫理事 

平成31年 4月 当公庫理事再任 

城間 徹二 昭和59年 3月 琉球大学卒 

平成29年 4月 当公庫融資第一部長 

令和 2年 4月 当公庫理事 

監事 

（非常勤） 

駒形 健一 昭和55年 3月 東京大学卒 

24年 9月 総務省近畿管区行政評価局長 

25年 6月 同  公害等調整委員会事務局長 

27年 7月 内閣府日本学術会議事務局長 

29年 7月 同  本府国際調整官(政策統括官(共生社会政 

策担当)付) 

31年 4月 当公庫監事 
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